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平成29年１月31日 

各   位 

会 社 名 サノヤスホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 上 田    孝 

（コード番号 7022 東証第１部） 

問合せ先 総務部長    田 代 昌 利 

（電話番号 06-4803-6163） 

 

連結子会社間の吸収合併に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の当社取締役会において、当社の連結子会社であるサノヤス精密工業株式

会社（以下、「サノヤス精密工業」）を存続会社とし、加藤精機株式会社（以下、「加藤精機」）

及びケーエス・サノヤス株式会社（以下、「ケーエス・サノヤス」）を消滅会社とする吸収合併

（以下、「本合併」）を行うことを決議しましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、当社の連結子会社間の吸収合併であるため、開示事項及び内容を一部省略

して開示しております。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

今般、当社グループの陸上事業において精密機械加工を主業とする加藤精機及びケーエス・

サノヤスをサノヤス精密工業に統合することにより、経営の効率化を推進するとともに、生産

管理・商品開発の強化を図ってまいります。 

なお、サノヤス精密工業とケーエス・サノヤスにおける吸収合併は、サノヤス精密工業が取

得する当社普通株式をケーエス・サノヤスの少数株主に割り当てる、いわゆる三角合併を予定

しています。 
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本合併プロセスのイメージは以下のとおりです。 

 

①サノヤス精密工業による当社株式 

取得 

・合併対価とする当社普通株式の 

市場取得 

 

②吸収合併 

 ・サノヤス精密工業を存続会社とし、

加藤精機及びケーエス・サノヤスを

消滅会社とする吸収合併 

 ・消滅会社であるケーエス・サノヤス

の少数株主に当社普通株式を割当

て 

 

  

 

③合併後 

 

 

 

 

 

 

２．本合併の日程 

合併決議取締役会（当社）             平成29年１月31日 

合併決議取締役会・合併契約締結（合併当事会社）  平成29年１月31日 

合併契約承認株主総会（サノヤス精密工業）      平成29年１月31日 

合併期日（効力発生日）              平成29年４月１日（予定） 

※加藤精機及びケーエス・サノヤスにおいては、会社法第784条第１項に規定する略式合併

に該当するため、いずれも合併契約に関する株主総会の承認決議を経ることなく本合併を

行う予定です。 

 

３．合併当事会社の概要（平成29年１月31日現在） 

 存続会社 消滅会社 

(1)名称 サノヤス精密工業株式会社 加 藤 精 機 株 式 会 社 ケーエス・サノヤス株式会社  

(2)所在地 兵庫県三田市福島字宮野

前501番地３ 

大阪府豊中市上野西三丁

目14番21号 

兵庫県三田市福島字宮野

前501番地３ 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 佐藤 光 代表取締役社長 佐藤 光 代表取締役社長 佐藤 光 

(4)事業内容 加藤精機及びケーエス・

サノヤスの経営管理等 

各種産業用機械部品の精

密切削加工・製造等 

自動車部品及び建築部品

の切削加工・製造等 

(5)資本金 10百万円 64百万円 100百万円 

(6)設立年月日 平成26年12月５日 昭和36年11月21日 昭和15年12月29日 

(7)発行済株式数 10,000株 128,000株 3,600,000株 

(8)決算期 ３月31日 ３月31日 ３月31日 

(9)大株主及び持株比率 当社    100％  

 

当社    100％  

 

当社    99.9％ 

個人株主   0.1％* 

* 個人株主の氏名の公表は控えさせていただきます。 

 

0.1% 

100% 

100% 

99.9% 

株式市場 

①当社株式取得 

②吸収合併 
②吸収合併 

②当社株式割当て 
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サノヤス精密工業 

加藤精機  
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当社 

サノヤス精密工業 
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４．本合併後の状況（予定） 

存続会社であるサノヤス精密工業の事業拡大に備えて資本規模の拡大を図るため、本合併の

効力発生後に資本金の額を10百万円から60百万円に増加する予定です。 

(1)名称 サノヤス精密工業株式会社 

(2)所在地  兵庫県三田市福島字宮野前501番地３ 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 佐藤 光 

(4)事業内容 各種産業用機械部品、自動車部品及び建築部品の切削加工・製造等 

(5)資本金 60百万円 

(6)設立年月日 平成26年12月５日 

(7)発行済株式数 10,000株 

(8)決算期 ３月31日 

(9)大株主及び持株比率 当社    100％  

 

５．取得・交付に係る事項の内容等 

当社普通株式の取得は当社子会社が行う取引ではありますが、平成26年４月１日に日本取引

所自主規制法人が公表した「自己株式取得に関するガイドライン」に準じた手続により行うこ

とを予定しております。 

(1) 取得・交付対象株式の種類 当社普通株式 

(2) 取得・交付する株式の総数 3,512株 

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合：0.011%） 

(3) 取 得 期 間 平成29年２月１日～平成29年２月28日 

(4) 取 得 方 法 東京証券取引所における市場買付 

 

６．今後の見通し 

当社の連結子会社間の吸収合併であるため、業績への影響は軽微です。 

以 上 

 


